





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral




























































方の農民が納める租税については生産量の 1 割程度という低い収奪（陳報告の表 18 によ
ると 6.28％）に抑えられていた。そしてこの上下をつなぐ位置には、県と郷鎮次元におけ
る請負者がいた。この請負者にとって、具体的な、いわば視覚的な次元でどこの農地が誰
によって所有されているかという知識は大前提となり、逆に、どれだけの農地が実在して
いるかを「上」に把握されないことは、利益の源泉ともなったはずである。これらの諸ア
クターの作り出す関係の網の中には、地籍図を作る必要性は見いだし難い。 
 こうしたことから、本科研で発見された地籍図は、まさにユニークな資料であるという
認識に立って使われるべきであると思われる。それは場所の文脈にこだわりながら考察を
進める歴史地理にとって、得難い機会を提供しているのである。 
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